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付議事項

議第:56号

議第 57号

議第 58号

議第 59号

議第 60号

議第 61号

議第 62号

臨時代理の承認につき議決を求めることにつ
いて

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教

育委員会の事務に関する議案について意見を市長に申
し出るにつき

議決を求めることについて

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教

育委員会の事務に関する議案について意見を市長に申
し出るにっき

議決を求めることについて

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教

育委員会の事務に関する議案について意見を市長に申
し出るにつき

議決を求めることについて

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教

育委員会の事務に関する議案について意見を市長に申
し出るにつき

議決を求めることについて

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教

育委員会の事務に関する議案について意見を市長に申
し出る1こつき

議決を求めることについて

地方教育行政の組織及び導営に関する法律第 29条の規定により教

育委員会の事務に関する議案について意見を市長に申
し出るにつき

議決を求めることについて
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議第 56号

臨時代理の承認につき議決を求めることについて

上記の議案を提出する。

令和 4年 11月 16日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也

】

〕
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臨時代F塁の承認につき議決を求めることについて

本教育黍員会は、所属職員の体賤処分を行うに当たり、委員会を招1集する時間的余裕

がなかつたので、草津市教育委員会叡脅景I毛―対募稗藝務委任規員lJI熱騨軽學′士:鏡纂津市教

育委員会規則第4号)第 3条の規定により貌育長が臨1時に代理したため、委員会に報告

し、́その承認を求めると
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議第 57号

地方毅育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定により教育委員会
の事

務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求める
ことにつV｀て

上記の議未安を提出する。

令和 4年 11月 16日

車津市教育委員会

教育長 藤田 雅也
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・地方毅育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会の

事務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求めることにつ

ヤゝて
―
 ・1       :  l   iヽ       . |       : l     i   _| |  !  ―       |    :

草津市職貫の建学等機関する条伊ll等の二部を
―
改正する条例案怪赳する薫見を市長に

申し出るにつき、地方教育行政の組織及び運営に関する法律 (昭和 31年法律第 162
号)第 29条の規定に基づ!き、本委員会のi議決を求める。            .

記          :Ⅲ Ⅲ ご

意見, 特になし

-8-



し

草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

(草津市職員の定年等に関する条例の一部改正)

第 1条 草津市職員の定年等にF美日する条例 (昭和 58年章津市条例第 30号)の一部をムのよう

に改正する。

題名の次に次の目次および章名を付する。

日次

第 1章 総則 (第 1条)

第 2章 定年制度 (第 2条―第 5条 )

第 3章 管理監督職勤務上限年齢制 (第 6条一第 11条 )

第4章 定年前再任用短時間勤務制 (第 112条・第 18条 )

第 5章 雑則 (第 14条)

付則

第 1章 総則

第 1条中「第 261号」の右に F。 以下「法」という。」を加え、「第 28条の 2第 1項から

第 3項までおよび第 28条の 3」 を「第 22条の4第 1項および第 2項 (第 22条の 5第 1項、

第 28条の 2、 第 28条の 5、 第 28条の 6第 1項から第 3項までならびに第 28条の 7」 に

改め、同条の次に次の章名を付する。

第 2章 定年制度

第 3条中「60年」を「65年」に改め、同条ただし書を削る。

第 4条第 1項各号列記以外の部分中「次の各号のいずれかに該彗する」を
「次に猾げる書由

がある」に(「その職員に」を「同条の規定にかかわらず、碧該職員に」に、
「その職員を」を

「当該職員を」に改め、「当該」の右に「定年退職日において従事している」を加え、
F引き続

いて」を「、引き続き」に改め、同項各号列記以外の部分に次のただし書を加える。

ただし、第9条第1項から第4項までの規走により異動期間 (第 9条第1項に規定する異

動期間をいう。以下この項および次項において同じ。)(第 9条第1項または第2項の規車に

より延長された異動期間を含む。)を延長した職員であつて、定年退職日において管理監督

職 (第 6条に規定する職をいう。以下この条および第3章において同じ。)を占めている職

員については、第9条第1項または第2項の規定により董該異動期間を延長した場合
であつ

て、引き続き勤務させることについて市長の承認を得たときに限るものとし、当該期限は、
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当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して 3年を超える

ことができない。

第 4条第 1項第 1号中「その」を「当該」に改め、「より」の右に「生ずる欠員を容易に補充

することができず」を加え、「とき」を「ことテ」に改め、同項第 2号中「その職員」を「当該職

員」に、「よる欠員を容易に補充することができないとき」を「よる欠員を容易に補充すること

ができず公務の運営に著しい支障が生ずること」に改め、同項第 3号中「その」を「当該」に、

「とき」を「こと」に改め、同条第 2項中「前項の事由」を「前項各号に掲げる事由」に、「存

する」を「ある」に改め、「得て、」の右に「これらの期限の翌日から起算して」を加え、同項

ただし書中「その」を「当該」に改め、「退職日」の右に「(同項ただし書に規定する職員にあ

つては、当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日)」 を加え、同条第 3項中「引

き続いて」を「引き続き」に改め、同条第 4項中「任命権者は」の右に「、第 1項の規定によ

り引き続き勤務することとされた職員および第 2項の規定により期限が延長された職員につい

て」を加え、「第 1項の事由」を「第 1項各号に掲げる事由」に、「存しなくなつた」を「なく

なつた」に、「その」を「当該」に、「て退職させることができる」を「るものとする」に改め

る。

第 5条の次に次の 3章を加える。

・第 3章 管理監督職勤務上限年齢制

(管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職)

第 6条 法第 28条の 2第 1項に規定する条例で定める職は、草津市職員の給与に関する条例

(昭和40年草津市条例第 27号)第 11条に規定する管理職手当の支給を受ける職員の職

および草津市企業職員の給与の種類および基準に関する条例 (昭和43年草津市条例第 20

号)第 4条第 1項に規定する管理職手当の支給を受ける職員の職とする。

(管理監督職勤務上限年齢)

第 7条 法第 28条の 2第 1項に規定する管理監督職勤務上限年齢は、年齢 60年とする。

(他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基準)

第 8条 任命権者は、法第 28条の 2第 4項に規定する他の職への降任等 (以下この章におい

て「他の職への降任等」という。)を行うに当たっては、法第 13条、第 15条、第 23条の

3、 第 27条第 1項および第 56条に定めるもののほか、次に掲げる基準を遵守しなければ

ならない。
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(1)当該職員の人事評価の結果または勤務の状況および職務経験等に基
づき、降任または琴

任 (降給を伴う転任に限る。)(以下この条および第 lo条において
「降任等」という。)を

しようとする職の属する職制上の段階の標準的な職イと係る法第
15条の2第 1項第 5号に

規定する標準職務遂行能力 (次条第 3項において
「標準職務遂行能力」という。)および当

該降任等をしようとする職についての適性を有すると認められる職に、降任等
をすることも

(2)人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の職のうちできる限
り上位の

職制上の段階に属する職に、降任等をすること。

(3)当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めていた管理監督職
が属する職

制上の段階より上位の職制上の段階に属する管理監督職を占める職員 (以下
この号におい

て「上位職職員」という。)ゐ他の職への降任等もする場合には、第1号に掲げ
る基準に従

った上での状況その他の事情を考慮してやむを得ないと認められる場合を除き、
上位職職

員の降任等をした職が属する職制上の段階と同じ職制上
の段階または当霧職制上の段階よ

り下位の職希」上の段階に属する職に、降任等をすることも

(管理監督職勤務上限年齢による降任等および管理監督職
への任用の制限の特例)

第 9条 任命権者は、他の職への降任等をすドき管理監督職を占める職員にっいて、次に掲
げ

る事由があると認めるときは1当該幹員が占める管理監督職に係る異動期間 (当該管響
監督

織に係る管理監督職勤務上限午齢に達した日の翌日から同日以後
における最初の4月 1日

までの間をいう。以下この章において同じ。)の末日の翌日から迄算して1年を超
えない期

間内 (当該期間内に定年退職日がある職員にあつては、当該異動期間
の末日の翌日から定年

退職白までの期間内。第 3項において同じ。)で当該異動期間を延長し、引き続き
当該管理

監督職を占める職員に、当該管理監督職を占めたまま勤務をさ
せることができる。

(1)当該職務が高度の知識、技能または経験を必要とするものであるため、当該職員
の他

の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充することができず
公務の運営に考しい支

障が生ずること。

(2)当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、当該職員
の他の職ヘ

の降任等による欠員を容易に補充することができず公務
の運営に著しい支障が生ずるこ

と。

(3)当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる特別
の事情がある

ため、当該職員の他の職今の降任等により公務の運営に著しい支障が生ずる
こと。

´

●
Ｊ
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2 任命権者は、前項またはこの項の規定により異動期間 (これらの規定により延長された期

間を含む。)が延長された管理監督職を占める職員について、前項各号に掲げる事由が引き

続きあると認めるときは、市長の承認を得て、延長された当該異動期間の末日の翌日から起

算して 1年を超えない期間内 (当該期間内に定年退職日がある職員にあっては、延長された

当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第4項において同じ。)で延長さ

れた当該異動期間を更に延長することができる。ただし、更に延長される当該異動期間の末

日は、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して 3年を超える

ことができない。

3 任命権者は、第 1項の規定により異動期間を延長することができる場合を除き、他の職ヘ

の降任等をすべき特定管理監督職群 (職務の内容が相互に類似する複数の管理監督職であっ

て、これらの欠員を容易に補充することができない年齢別構成その他の特別の事情がある管

理監督職として規則で定める管理監督職をいう。以下この項において同じ。)に属する管理

監督職を占める職員について、当該特定管理監督職群に属する管理監督職の属する職制上の

段階の標準的な職に係る標準職務遂行能力および当該管理監督職についての適性を有する

と認められる職員 (当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した職員を除く。)

の数が当諺管理監督職の数に満たない等の事情があるため、当該職員の他の職への降任等に

より当該管理監督職に生ずる欠員を容易に補充することができず業務の遂行に重大な障害

が生ずると認めるときは、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起

算して 1年を超えない期間内で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占めてい

る職員に当該管理監督職を占めたまま勤務をさせ、または当該職員を当該管理監督職が属す

る特定管理監督職群の他の管理監督職に降任し、もしくは転任することができる。

4 任命権者は、第 1項もしくは第 2項の規定により異動期間 (これらの規定により延長され

た期間を含む。)が延長された管理監督職を占める職員について前項に規定する事由がある

と認めるとき (第 2項の規定により延長された当該異動期間を更に延長することができると

きを除く。)、 または前項もしくはこの項の規定により異動期間 (前 3項またはこの項の規定

により延長された期間を含む。)が延長された管理監督職を占める職員について前項に規定

する事由が引き続きあると認めるときは、市長の承認を得て、延長された当該異動期間の末

日の翌日から起算して 1年を超えない期間内で延長された当該異動期間を更に延長するこ

とができる。
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(異動期間の延長等に係る職員の同意)

第 10条 任命権者は、第 9条第 1項々らゝ第4項まであ規定により異動期間を延長する場合
お

よび同条第3項の規定により他の管理監督職に降任等をする場合には、あら
かじめ職員の同

意を得なければならない。

(異動期間の延長事由が消滅した場合の措置)

第 1上 条 任命権者は、第 9条の規疋
~に
より暑動期間を延長

した場合におV｀て、当該異動期間

の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が消滅したときは、他
の職への降任等をするも

のとする。

第4章 定年前再任用短時F日弓勤務制

(定年前再任用短時間勤務職員の任用)

第 12条 任命権者は、年齢 60年に達した日以後に退職 (臨時的に任用される職員そ
の他の

法律により任期を定めて任用される職員およひ非常勤職員が退職する場合を除く。)を
した者

(以下この条および次条において「年齢60年以上退職者」という。)を、従前
の勤務実績そ

の他の規則で定める情幸Rlこ基づく選考により、短時間勤務9職 (当該職を占める職員
の 1週

間章たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する職でそ
の職務が当該短時間勤務の職と同種

の職を占める職員の 1週間郵たりの通常の勤務時間に比し短
い時間である職をいう。以下こ

あ条および次条において同じ。)に採用することができる。ただし、年齢
60年以上退職者が

その者を採用しようとする短時間勤務の職に係る定年退職 日相当
日 (短時間勤務ゐ職を占め

る職員が、常時勤務を妻する職でその職務が当該短時間勤務
の職と同種の聯を占めているも

のとした場合における定年遅職日をいう。)を経過した者であるときは、
この限りでない。

第 13条 任命権者は、前条本文の規定によるほか、組合 (市を構成団体とする地方
公共団体

の組合をいう。)の年齢 60年以上退職者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報
に基

づく選考により、短時間勤務の職に採用することができる。

2 前項の場合においては、前条ただし書の規定を準用する。

第 5章 雑則

(委任 )

第 14条 この条例の実施に関し必要な事項は、規則で定める。

付貝1に次の見出しおよび 3項を加える。

(定年に関する経過措置)
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3 令和 5年 4月 1日 から令和 13年 3月 31日 までの間における第 3条の規定の適用につい

ては、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同条中「65年」とあるのはそれぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。

令和 5年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 まで 61年

令和 7年 4月 1日 から令和 9年 3月 31日 まで 62年

令和 9年 4月 1日 から令和 11年 3月 31日 まで 63年

令和 11年 4月 1日 から令和 13年 3月 31日 まで 64年

4 令和 5年 4月 1日 から令和 13年 3月 31日 までの間において、草津市職員の定年等に関

する条例等の一部を改正する等の条例 (令和 4年草津市条例第  号)第 1条の規定による

改正前の第 3条ただし書に規定する職員であって、第 3条の規定を適用する職員については、

前項の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同条中「65年」とあ

るのはそれぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

令和 5年 4月 1日 から令和 11年 3月 31日 まで 63年

令和 11年 4月 1日 から令和 13年 3月 31日 まで 64年

(情報の提供および勤務の意思の確認)

5 任命権者は、当分の間、職員 (臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて

任用される職員および非常勤職員を除く。以下この項において同じ。)が年齢 60年に達する

日の属する年度の前年度 (以下この項において「情報の提供および勤務の意思の確認を行う

がき年度」という。)(情報の提供および勤務の意思の確認を行うべき年度に職員でなかつた

者で、当該情報の提供および勤務の意思の確認を行うべき年度の末日後に採用された職員 (

異動等により情報の提供および勤務の意思の確認を行 うべき年度の末日を経過することとな

った職員 (以下この項において「末日経過職員」という。)を除く。)にあっては、当該職員

が採用された日から同日の属する年度の末日までの期間、末日経過職員にあっては、当該職

員の異動等の日が属する年度 (当該日が年度の初日である場合は、当該年度の前年度))にお

いて、当該職員に対し、当該職員が年齢 60年に達する日以後に適用される任用および給与

に関する措置の内容その他の必要な情報を提供するものとするとともに、同日の翌日以後に

おける勤務の意思を確認するよう努めるものとする。

(草津市職員定数条例の一部改正)
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第 2条 草津市職員定数条例 (昭和 29年草津市条例第 5号)の一部を次のように改平する。

第 2条第 1項第 2号中「587人」を「592人」に改め、同項第 4号中
「136人」を「

137人」に改め、同項第 9号中「790人」を「796人」に改める。 |

(草津市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例
の二部改正)

第 3条 草津市公益的法人等への職員の派違等に関する条例 (平成 13年草津市条例第 18号)

の一部を次のように改正する。

第 2条第 2項中第ら号を第 6号とし、第4号の次に次の 1号を加える。

(5)定年条例第9条第l項から第4項までの規定により異動期間 (これら
の規定により延

長された期間を含む。)を延長された管理監督職を占める職員

第11条中第5号を第6号とし、第4号のムに次の1号を加える。

(5)定年条例第9条第1項々ゝら第4項までの規定により異動期間 (これら
の規定により延

長された期間を含む。)を延長された管理監督職を占ゆる職員

(車津市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正)

第4条 草津市人事行政の運営等の状況の公表に関する条ィァll(平成 17年車津市条例第3号)の

一部を次のように改正する。

第3条中「第28条の5第 1項」を「第22条ゐ4第 1項」に改める。

(草津市職員の懲戒の手続および効果に甲する条例の
一部改正)

第 5条 草津市職員の懲戒の手続および効果に関する条例 (昭和 29年草津市条例第 11号)の

一部を次のように改正する。

第 3条中「以下、給料」を「以下の期間、その発令の日に受ける給料」
に改め、同条に後段

として次のように力日える。

この場合において、その減ずる額が現に受ける給料の10分の1に相当する額 超々えると

きは、当該額を減ずるものとする。

(草津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正 )

第 6条 草津市勤務時間、体暇等に関する条例 (平成 7年草津市条例第 1号)の
二部を4の よう

に改正する。

第 2条第 3項中「第 28条の 4第 1項および第 28条の o第 1項」を
「第 22条の4第 1項

または第 22条の 5第 1項もしくは第 2項」にく「第 28条の 5第 r項に」を
「第 22条の4第

1項に」に、「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」
に改める。
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第 8条第 1項ただし書中「、再任用短時間勤務職員」を「、定年前再任用短時間勤務職員」

に、「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改め、同条第 2項ただ

し書中「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改める。

第 4条第 2項、第 12条第 1項第 1号および第 19条中「再任用短時間勤務職員等」を「定

年前再任用短時間勤務職員等」に改める。

(草津市職員の育児休業等に関する条例の一部改正)

第 7条 草津市職員の育児体業等に関する条例 (平成 4年草津市条例第 5号)の一部を次のよう

に改正する。

第 2条中第 4号を第 5号とし、第 3号を第 4号とし、第 2号の次に次の 1号を加える。

(3)草津市職員の定年等に関する条例第 9条第 1項から第4項までの規定により異動期間

(これらの規定により延長された期間を含む。)を延長された管理監督職を占める職員

第 10条中第 2号を第 3号とし、第 1号の次に次の 1号を加える。

(2)草津市職員の定年等に関する条例第 9条第 1項から第 4項までの規定により異動期間

(これらの規定により延長された期間を含む。)を延長された管理監督職を占める職員

第 17条の表第 6条第 9項の項を削り、同表第 11条の項および第 15条第 2項第 2号の項

中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。

第 20条の表第 11条の項および第 15条第 2項第 2号の項中「再任用短時間勤務職員」を

「定年前再任用短時間勤疹職員」に改め、同表第 23条の 2第 1項の項中「から第 14条、第

14条の 3および第 15条の 2」 を「、第 14条および第 14条の 3」 に、「再任用職員」を「

定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同表第 27条の項中「再任用短時間勤務職員」を「定

年前再任用短時間勤務職員」に改める。

第 21条第 2号中「第 28条の 5第 1項」を「第 22条の4第 1項」に、「再任用短時間勤務

職員」を「短時間勤務職員Jに改める。

第 22条第 1項中「再任用短時間勤務職員」を「短時間勤務職員」に改める。

(草津市職員の給与に関する条例の一部改正)

第 8条 草津市職員の給与に関する条例 (昭和 40年草津市条例第 27号)の一部を次のように

改正する。

第 6条第 2項中「の定める」を「で定める」に改め、同条第 3項中「その者」を「当該職員」

に改め、同条第 4項中「より職員」の右に「(次項に規定する職員を除く。以下この項において
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同じ。)」 を加え、同条第 5項を次のように改める。

5 ら5歳 (規則で定める職員にあつては、56歳以上の年齢で規貝Jで定めるもの)を超え

る職員に関する第3項の規定による昇給は、同項に規定する期間にぉけ
るその者の勤務成

績が特に良好である場合に限り行うものとし、昇給させる場合
の昇給の号給数は、勤務成

績に応じて規則で定める基準に従い決定するものとする。

第6条第9項を次のように改める。

9 地方公務貞法第 22条の4第 3項に規定する定年前再任用短時間勤務職員 (以下
「定午

前再任用短時間勤務職員」という。)の給料月額は、当該定年前再任用短時間勤
務職員に

適用される給料表の定年前再任用短時間勤務職員
の欄に掲げる基準給料月響のうち、日ll余

の規定により当該定年前再任用短時間勤務職員の属する職務
の級に応じた額に、勤務時間

条例第 2条第 3項の規定により定められた当該定年前再任用短時間勤務
職員の勤務時間

を同条第 1項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額
とする。

第6条の2第 1項を削り、同条第2項中
「そ?者」を「当該職員」に改め、同項を同条とす

る。

第 11条中「毒任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時F日弓勤務職員」に、
「その者」を「

当該職員」に改める。

第 15条第 1項第 1号中「以下」の右に「この項およむ次項にお
いて」を加え、同項第 2号

中「もの (以下」の右に「この条にゃいて」を加え、同条第
2項第 1号中「算出したその者」

を「算出した当該職員」に改め、同号本文中
「以下」の右に「この号において」を加え、同号

ただし書中「以下」の右に「この号および第 3号において」を加え、
「その者」を「当該職員」

イと改めr同項第 2号中「再任用短時間勤務職員」を
「定年前再任用短時間勤務職員」に弊め、

同項第 3号中「その者」を「当該職員」に改める。

第17条第1項中「場合はJを 「場合にイ|、」に改あ、同条第2項中
「この条」を「この項、

第4項および第5項」に改め、同条第3項中
「再任用短時間勤歩職員」を「定年前再任用短時

間勃務職員」に改め、同条第4項中「(前項の規定により読み替えて適用す
る場合を含む。)」 を

着」り、
′
同項第1号中「場合は」を「場合|こは」に改め、同条第5項第1号中

「場合は」を「場

合には」に改める。

第 21条第 2項中「その者」を「当該職員」に改め、同条第 3項中
「再任用職員」を「定年

前再任用短時間勤務職員Jに改める。
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第 22条第 1項中「この条」を「この項から第 3項まで」に、「その者」を「当該職員」に改

め、同条第 2項第 1号中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同項第 2

号を次のように改める。
.

(2)前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年前再任用短時間勤務職員ま

たは任期付短時間勤務職員の勤勉手碧基礎額に100分の45を乗じて得た額の総額

第 23条の 2第 1項中「第 12条」を「第 6条第 1項から第 8項まで、第 12条から第 14

条まで」に、「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第 2項ただし書中

「場合は」を「場合には」に改める。

第 27条中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。

第 30条第 1項ただし書中「地方公務員法第 28条の4第 1項、第 28条の 5第 1項または

第 28条の 6第 1項もしくは第 2項の規定により」を「定年前再任用短時間勤務職員として」

に改める。

付則に次の 7項を加える。

9 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が60歳 (草津市職員の定年等に関する条例等

の二部を改正する等の条例 (令和 4年草津市条例第  号)による改正前の章津市職員の

定年等に関する条例第 3条ただし書に規定する清掃員、火葬員および用務員は、 68歳 )

に達した日後における最初の4月 1日 (付則第 11項において「特定回」という。)以後、

当該職員に適用される給料表の給料月額のうち、第 5条の規定により当該職員の属する職

務の級ならびに第 6条第 1項、第 2項、第 4項および第 5項の規定により当該職員の受け

る号給に応じた額に100分の70を乗じて得た額 (章該額に、 50円未満の端数を生じ

たときはこれを切り捨て、 50円以上 100円未満の端数を生じたときはこれを100円

に切り上げるものとする。)と する。

10 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。

(1)臨時的任用職員その他の法律により任期を定めて任用される職員および常勤を要し

ない職員

(2)地方公務員法第 28条の 5第 1項または第 2項の規定により同法第 28条の 2第 1

項に規定する異動期間 (同法第
・28条の 5第 1項または第 2項の規定により延長された

期間を含む。)を延長された同法第 28条の 2第 1項に規定する管理監督職を占める職

員
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(3)地方公務員法第28条の7第 1項または第2項の規定により勤務してv｀る職員 (同

法第 28条の6第 1項に規定する定年退職日において前項の規定が適用され
ていた職

員を除く。)

11 地方公務員法第 28条の2第 4項に規定する他の職への降任等をされた職員であ
つて、

当該他σ)職への降任等をされた日 (以下この項および付則第
18墳において「異動日」と

いう。)の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員りうち、特定
日に付則第 9

項の規定により当該職員の受ける給料月額 (以下この項にお
いて「特定国給料月額」とい

う。)が異動日の前日に当該職景が受けていた給料月額に100分の70を乗じて得
た額

(碧該額に、50円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50円以
上 100円未満

の端数を生じたときはこれを100円に切り上げるものとする。以下この項にお
いて「基

礎給料月額」という。)に達しないこととなる職員 (規則で定める職員を除
く。)には、当

分の間、特定日以後、付則第 9項の規定により当該職員の受け
る給料月額の1まか、基礎給

―

料月額と特定日給料月額との差額に相当する額を給料と
して支給する。

12 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料月額との合計額

が第5条の規定により当該職員の属する職務の級にぉける最高の号給
の給料月額を超え

る場合における前項の規定の適用については、同項中
「基礎給料月額と特定日給料月額」

とあるのは、「第 5条の規定により当該職員の属する職務の級における最高
の号給の給料

月額と当該職員の受ける給料月額」とするc

13 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員 (付則第 9項の規定め適用を受

iする職員に限り、付則第 11項に規定する職員を除く。)であつて、回項の規定による給

料を支給きれる職員との権衡上必要があると認められる職員
には、華分のF臣日、当該聯員の

受ける給料月額のほか、規則で定めるところにより、前
2項の規定に準じて算出した額を

給料として支給する。

14 付則第 11項または前項の規定による給料を支給される職員メ外の付則第 9項の規定

の適用を受ける職員であつて、任用の事情を考慮して当該給料
を支給される職員との権御

上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員
の受ける給料月額のほか、規則

で定めるところにより、前 3項の規定に準じて算出した額を給料と
して支給する。

15 付則第 9項から前項までに定めるもののほか、付則第 9項の規定による給料月額、付

則第 11項の規走による給料その他付則第 9項から前項までの規定の施行に関
し必要な
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事項は、規則で定める。

丹げ表第 1中 「

」を「

」にこ女める。

別表第 2中 「

給料月額 225,200 271,100 324,400 405,20o

」を「

」に改める。

別表第 3ア 医療職給料表 (1)の表中「

」を「

Jに、同表イ 医療職給料表(?)ゐ表中「

」を「

」に改める。

別表第 4中 「

給料月

額

187,700 215,200 255,200 274,600 289,700

|

315,100 35o,800

基準給

料月額

187,700 215,200 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800

基準給料

月額

225,200 271,100 324,400 4o5,200

給料月

額

188,700 215,300 243,500 256,900 282,100 322,800

基準給

料月額
′
188,700 215,300 248,500 256,900 282,100 322,800

給料月

額

235,100 255,400 262,600 272,800 289,100 326,200

基準給

料月額

235,100 255,400 262,600 272,800 289,100 326,200

給料月

額

201,500 241,000 255,300 288,400

|

391,700 815,100

」を「
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基準給

料月額

201,500 241,000 255,300 288,400 301,700 315,100

」に改める。

(草津市会計年度任用職員の給与および費用弁償に関する条例
の一部改正)

第 0条 草津市会計年度任用職員の給与および費用弁償に関する条例 (令和元年車
津市条例第 8

0号)の一部を次のように改正する。

第 3条第 5項中「第 28条95第 1項に規定する短時間勤務の職を占める職員 (以
下「再任

用短時間勤務職員」を「第 22条の4第 3雰に規定する定年前再任用短時間勤務職員
(以下「

定年前再任用短時間勤務職員」に改める。

第 4条および第 5条中「再任用短時間勤務職員」を
「定年前再任用短時間勤務職員」に改つ

る。

(車津市職員の退職手当に関する条例のァ部改正)

第 10条 草津市職員の退職手当に関する条例 (昭和 32年草津市条例第
7号)の一部を次のよ

うに改正する。

第 2条第 1項中「地方公務員法 (昭和 25年法律第 261号)第 28条
の4第 1項、第 2,

条の 5第 1項または第 28条の 6第 IFも しては第 2項の規定により採用され
た者を除く。」を

削り、同条第 2項ただし書中「地方公務員法」の右に
「(昭和 25年法律第 261号 )」 を加え

る。

第 4条第 1項第 1号中「第 28条の 2第 1項Jを「第 28条の o第 1項もに、
「第 28条の3

第 1墳」を「第 28条の 7第 l項」イ手改ゅる。

第 5条第 1項第 1号中「第 28条の學第 1項」を
「第 28条の 6第 1項」に、「第 28条の3

第 1項」を「第 28条あ 7第 1項」に改め、同条第 2項中
「(前項」を「(同項」に己女ゅる。

第5条の8中 「15年」を「20年」に改める。

第 6条の4第 と項中「除く。以下」を :除く。第 7条第 4項にお
いて」に改め、「額 (以下」

の右に「この項および第§項において」を加える。

第8条あ2第 1項第1号中「15年」を「20年」に改める。

第10条第4項中「職員が、」を「職景が」に、「」とする」を
「」とし、当該退職?日後に

事業 (その実施期間が30日 未満の|のその他規則で定めるものを除く。)を
開始した聯員その

他これに準ずるものとして規則で定める職員が規則で定めると
ころにより、市長にその旨を申
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し出たときは、当該事業の実施期間 (当該実施期間の回数が4年から第 1項およびこの項の規

定により算定される期間の日数を除いた日数を超える場合における当該超える日数を除く。)は、

第 1項およびこの項の規定による期間に算入しない」に改め、同条第 11項第 5号中「第4条

第 8項」を「第 4条第 9項」に改める。

第 14条第 1項第 2号および第 3号中「再任用職員に対する免職処分」を「定年前再任用短

時間勤務職員に対する免職処分」に改める。

第 15条第 1項中「にあつては」を「には」に改め、同項第 2号および第 3号中「再任用職

員に対する免職処分」を「定年前再任用短時間勤務職員に対する免職処分」に改める。

第 17条第 1項中「。以下この条」を「。以下この項から第 6項まで」に、「にあつては」を

「には」に改め、同条第 2項から第 4項までの規定中「にあつては」を「には」に改め、同条

第 5項中「再任用職員に対する免職処分」を「定年前再任用短時間勤務職員に対する免職処分」

に、「にあつては」を「には」に改める。

付則第 3項中「第 5条の 3まで」の右に「および付則第 8項から第 15項まで」を加える。

付則第 4項中「第 5条の 2」 の右に「および付則第 10項」を加える6

付則第 5項中 「第 5条」の右に「または付則第 9項」を加える。

付則第 7項中「平成 84年 3月 31日 」を「令和 7年 3月 31日 」に改め(付則に次の 8項

を力日える。

8 当分の間、第 4条第 1項の規定は、 11年以上 25年未満の期間勤続した者であつて、

60歳 (草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例 (令和 4年車津市

条例第  号)による改正前の草津市職員の定年等に関する条例 (昭和 58年草津市条例

第 30号)第 3条ただし書に規定する職員 (以下「労務職員」という。)に相当する職員

にあつては、63歳)に達した日以後その者の非違によることなく退職 した者 (定年の定

めのない職を退職した者および第 4条第 1項または第 2項の規定に該当する者を除く。)

に対する退職手当の基本額について準用する。この場合における第 3条の規定の適用につ

いては、同条第 1項中「または第 5条」とあるのは、「、第 5条または付則第 8項」とす

る。

9 当分の間、第 5条第 1項の規定は、 25年以上の期間勤続した者であつて、60歳 (労

務職員にあつては、63歳)に達した日以後その者の非違によることなく退職した者 (定

年の定めのない職を退職した者および同条第 1項または第 2項の規定に該当する者を除
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く。)に対する退職手当の基本額について準用する。この場合における第
3条の規定の適

用については、同条第 1項中「または第 5久木」とあるのは、
「、第 5条または付則第9項」

とする。

10 草津市職員の給与に関する条例付貝1第 9項の規定による職員の給料月額の改定は、給

料月額の減額改定に該当しないものとする。

11 当分の間、第4条第 1項第4号ならびに第 5条第 1項第 3号、第 6号および第7号に

掲げる者に対する第 5条め3および第 6条の3の規定の適用に
ついては、第 5余の3本文

中「定年に達したことにより退職することとなる日」とある
のは「定年 (付則第8項に規

定する労務職員 (以下「労務職員」という。)以外の者にあらては60歳とし、労務職員

にあつては63歳とする。)に達する日」と、第5条の3の表第4条第1項および第
5条

第1項の項、第5条の2第 1項第1号の写および第5条の2第 1項第
2号の項ならびに第

6条の3あ表第6条の項、第6条の2第 1号の項および第 6久木の2第
2号の項中「その者

に係る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数
1年につき」とあるの

イま「その者に係る定年 (労務職員以外の者にあつては60歳とし、労務職員にあ
つては6

8歳とする。)と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数1年に
つき」とす

る。

12 当分のF日可、第4条第1墳第4号ならびに第5条第1項第3号、第6号および葬7号に

掲げる者 (次の表の左欄に掲げる者であつて、退職の日において定められ
ているそ?者に

係る定年がそれぞれ同表の右欄に掲げる年蛉を超える者に限る。)(規則で定
める者を除

く。)に対する第 5条の 3および第 6条?3あ規定あ這用については、第 5:条
の 3本文中

「1年」とあるゐは「零月」と、口条の表第 4条第 1項および第 5条第
1項ゐ項、第 5条

の 2第 1項第 1号の項および第 5条の 2第 1項第 2号の項ならびに第
6条の 3の表第 6

条の項、第6条の2第 1号の項およぴ第6条の2第 2号の填中
「100分の3(退職の日

において定められているその者に杯る定年と退職の日にぉけるその者の年齢と
の差に相

章する年数が1年である職員にあつては、 100分の2)」 とあるのは
「100分の3」

とする。         「

当分の間、第4条第1項第4号および第5条第1項 (第 1号および第
5号を除く。)に

60歳

63歳

18
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規定する者に対する第 5条の 3の規定の適用および第 8条の 2の規定の適用については、

第 5条の 8本文および第 8条の2第 1項第 1号中「20年を」とあるのは「15年を」と

するほか、前項の表の左欄に掲げる者の区分に応じ、第 5条の 3本文中「退職の日におい

て定められているその者に係る定年」とあり、および第 8条の 2第 1項第 1号中「定年」

とあるのはそれぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

14 当分の間、第 5条第 1項第 2号および第 4号に掲げる者であつて付則第 12項の表の

1 左欄に掲げる者が同表の右欄に掲げる年齢に達する日前に退職したときにおける第 5条

の 3および第 6条の 3の規定の適用については、第 5条の 3の表第 4条第 1項および第 5

条第 1項の項、第 5条の 2第 1項第 1号の項および第 5条の2第 1項第 2号の項ならびに

第 6条の 3の表第 6条の項、第 6条の 2第 1号の項および第 6条の 2第 2号の項中「10

0分の3(退職の日において定められているその者に係る定年と退職の日におけるその者

の年齢との差に相当する年数が 1年である職員にあつては、 100分 の 2)」 とあるのは、

「付則第 12項の表の左欄に掲げる者の区分ごとに同表の右欄に掲げる年齢と退職の日

におけるその者の年齢との差に相当する年数に100分の 3を乗じて得た割合を退職の

日において定められているその者に係る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に

相当する年数で除して得た割合」とする。

15 当分の間、第 5条第 1項第 2号および第 4号に掲げる者であつて付則第 12項の表の

左欄に掲げる者が同表の右欄に掲げる年齢に達した日以後に退職したときにおける第 5

条の 3および第 6条の 3の規定の適用については、第 5条の 3の表第 4条第 1項および第

5条第 1項の項、第 5条の 2第 1項第 1号の項および第 5条の 2第 1項第 2号の項ならび

に第 6条の 3の表第 6条の項、第 6条の 2第 1号の項および第 6条の 2第 2号の項中「1

00分の 3(退職の日において定められているその者に係る定年と退職の日におけるその

者の年齢との差に相当する年数が 1年である職員にあつては、 100分 の 2)」 とあるの

は、「100分の 2を退職の日において定められているその者に係る定年と退職の日にお

けるその者の年齢との差に相当する年数で除して得た割合」とする。

(草津市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正)

第 11条 草津市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 (昭和 48年草津市条例第

27号)の一部を次のように改正する。

付則第 3項中「同条例第 1条の規定による改正後の草津市職員の退職手当に関する条例 (以
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下「新条例」という。)」 を
「草津市職員の退騨手当に関す

る条例」に改め、「第 5余まで」の有

イこ「または付則第 8項もしくは第 9項」を加え、
「、新条例」を「、尚条例」に改め、

「第母条

の3まで」の右に「および付則第 8項から第 15項まで」を加える。

付則第4項中「に新条例」を「に草津市職員の退職手基に関する条例」
に、「または新条例」

を「または同条例」に改め、
「第 5条の 2」 の右に「および付則第 10項」を加える。

付則第 5項中「新条例」を「草津市職員の退職手当に関する条例」
に己女め、「第 5条」の右に

「または付則第 9項」を加える。

付貞J第 6項中「薪条例第 3条Jを「草津市職員の退職手当に関する条例第
3条」に、「新条例

第5条」を「同条例第5条」に、「新条例第4条」を
「同条例第4条Jに改める。

第12条 草津市職員の退職手当に関する条例ゐT部を改正する条例 (平成18年草津市条例第

18号)の一部を次のように改正すると

付則第 2条第 1項中「、新条例」を
「、草津市職員の退職手当に関する条例」に弾

める
?

(草津市企業職員の給与の種類および基眸に関する条例
の一部改正)

第 13条 草津市企業職員の給与の種類および基準に関する条例 (昭和43年草津
市条例第20

号)の一部を次のように改正する。

第 2条第 1環中「第 28条の5第 1項」を「第 22条の4第 1項」
に改める。

第21条の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改
め、同条第l項

中「第 28条の4第 1環、第28条の5第 1項もしくは第28条の6第
1項もしくは第 2項」

を「第22条の4第 1項もしくは第2?条の 5第 1項もしくは第 2項」に改
める。

(草津市職員の再任用に関する条例の廃止)

第 14条 草津市職員の吾任用に関する条例 (平成 12年草津市条例第 31号)は、廃
止するc

付 則

(施行期日等)

第 1条 この条加はi令和 5年 4月 1日 から揮行する。ただし、第10条草津市職員
の退職手当

に関する条例第 10条第4項および第 11項の改正規定ならびに同条例付則第
7項の改手規定

ならびに付則第 11条および第18条の規定は、公布の日から施行する。

2 第 10条あ規定による改正後の草津市職員の退職手当に関する条例第 10条第
4項の大′壁定は―

令和4年 7月 1日 から適用する。

(草津市職員の定年等に関する条例の一部改正に伴う勤務延
長に関する径過措置)
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第 2条 任命権者は、施行日 (この条例の施行の日をいうと以下同じ。)前にこの条例による改正

前の草津市職員の定年等に関する条例 (以下「旧定年条例」という。)第 4条第 1項または第 2

項の規定により勤務することとされ、かつ、旧定年条例勤務延長期限 (同条第 1項の期限また

は同条第 2項の規定により延長された期限をいう。以下この項において同じ。)が施行日以後に

到来する職員 (以下この項において「旧定年条例勤務延長職員」という。)について、旧定年条

例勤務延長期限またはこの項の規定により延長された期限が到来する場合において、この条例

による改正後の草津市職員の定年等に関する条例 (以下「新定年条例」という。)第 4条第 1項

各号に掲げる事由があると認めるときは、市長の承認を得て、これらの期限の翌日から起算し

て 1年を超えない範囲内で期限を延長することができる。ただし、当該期限は、当該旧定年条

例勤務延長職員に係る旧定年条例第 2条に規定する定年退職日の翌日から起算して 3年を超え

ることができない。

2 任命権者は、基牢日 (施行日、令和 7年 4月 1日 、令和 9年 4月 1日 、令和 11年 4月 1日

および令和 13年 4月 1日 をいう。以下この項において同じ。)から基準日の翌年の 3月 31日

までの間、基準日における新定年条例定年 (新定年条例第 3条に規定する定年をいうも以下同

じ。)が基準日の前日における新定年条例定年 (基準日が施行日である場合には、施行日の前日

における旧定年条例第 3条に規定する定年)を超える職およびこれに相当する基準日以後に設

置された職その他の規則で定める職に(基準日から基準日の翌年の 3月 31日 までの間に新定

年条例第 4条第 1項もしくは第 2項の規定、地方公務員法の一部を改正する法律 (令和 8年法

律第 63号。以下「令和 8年改正法」という。)附則第 3条第 5項または前項の規定により勤務

している職員のうち、基準日の前日において同国における当該職に係る新定年条例定年 (基準

日が施行日である場合には、施行日の前日における旧定年条例第 3条に規定する定年)に達し

ている職員 (当該規則で定める職にあっては、規則で定める職員)を、昇任 し、降任し、また

は転任することができない。

3 新定年条例第 4条第 3項から第 5項までの規定は、第 1項の規定による勤務について準用す

る。

(草津市職員の定年等に関する条例の一部改正に伴う定年退職者等の再任用に関する経過措

置)

第 3条 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢 65年に達する日以後における最初の 3月 31

日 (以下この条から付則第 6条までにおいて「特定年齢到達年度の末日」という。)までの間に
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■

ある者であつて、当該者を採用しようとする常時勤務を要す
る職に係る旧定年条例定年 (旧定

年条例第 3条に規定する定年をいう。以下同じ。)(施行日以後に新
たに設置された職および施

行日以後に組織の変更等により名称が変更された職にあ
つては、当該職が施行日,の前日に設置

されていたものとした場合における旧定年条例定年に準じ
た当該職に係る年齢。次条第1項に

おいて同じを)に達している者を、年前の勤務実績そ
の他の規則で定める情報に基づく選者によ

り、、 l年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用す
ることができる。

(1)施行日前に旧定年条例第 2条の規定により退職した者

(2)IH定年条例第4条第 1項もしくは第 2要、令和 8年改正法附則第
3条第 5項または前条第

l項の規定により勤務した後退職した者

(3)25年以上勤続して施行日前に退職した者 (前 2号に掲げる者を除く。)で
あつて、当該

退職の日の翌日から起算して5年を経過する日までの間にある者

(4)25年以上勤続して施行日前に退職した者 (前 3与に掲げる者を除く。)で
あ?てヽ当藷

退職の日の翌日から起算して5年を経過する日までの間に、
旧地方公務員法再任用 (令和母

年改正法による改正前の地方公務員法 (昭和 25年法律第261号)第 ?8条
の4第 1項 (

第 28条のj第 1項または第28条の6第 1項もしくは第 2項の規定
により採用すoこ とを

いうも)または暫定再任用 (この項もしくは次項、次条第
1項もしくは第 2項、付則第5条葬

1項もしくは第 2項または付則第 6条第 1項もしくは第
2項の規定により採用することをい

う。次項第 6号において回じ。)を されたことがある者

2 令和 14年 3月 31日 までの間、任命本在者は、次に掲げる者のうち、特定年齢季1達年度
の末

日までの間にある者であつて、当該者を採用しようとする常
時勤務を要する職に係る新定年条

例定年に達している者を、従前の動務実績その他
の規則で定める情報に基づく選考により、 1

年を超えない範囲内で任期を定めⅢ当該常時勤務を要す
る職に採用することができる。

(1)施行日以後に新定年条例第 2条の規定により退職した者

(2)施行日以後に新定年条例第4条第 1項または第 2項の規定により勤務
した後退職し々 者

(3)施行日以後に新定年条例第 12余の規定により採用された者
のうち、令和 3年改正法によ

る改正後の地方公務員法 (以下
「新地方公務員法」という。)第 22条の4第 3項に規定する

任期が満了したことにより退職した者

(4)施行日以後に新定年条例第 13条第 1項の規定により採用され
た者のうち、新地方公務県

法第 22条の 5第 3項において準用する新地方公務員法第 22条
の4第 3項に規定する任期
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が満了したことにより退職した者

(5)25年以上勤続して施行日以後に退職した者 (前各号に掲げる者を除く。)であつて、当

該退職の日の翌日から起算して5年を経過する日までの間にある者

(6)25年以上勤続して施行日以後に退職した者 (前各号に掲げる者を除く。)であつて、当

該退職の日の翌日から起算して 5年を経過する日までの間に、暫定再任用をされたことがあ

る者

3 前 2項の任期またはこの項の規定により更新された任期は、 1年を超えない範囲内で更新す

ることができる。ただし、当該任期の末日は、前 2項の規定により採用する者またはこの項の

規定により任期を更新する者の特定年齢到達年度の末日以前でなければならない。

4 暫定再任用職員 (第 1項もしくは第 2項、次条第 1項もしくは第 2項、付則第 5条第 1項も

しくは第 2項または付則第 6条第 1項もしくは第 2項の規定により採用された職員をいう。以

下この項および次項において同じ。)の前項の規定による任期の吏新は、当該暫定再任用職員の

当該更新直前の任期における勤務実績が良好である場合に行うことができる。

5 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該暫定再任用職員の

同意を得なければならないと

第 4条 任命権者は、前条第 1項の規定によるほか、組合 (市を構成団体とする地方公共団体の

組合をいう。以下次項および付則第 6条において同じ。)における同項各号に掲げる者のうち、

特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要

する職に係る旧定年条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に

基づく選考により、 1年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用する

ことができる。

2 令和 14年 3月 81日 までの間、任命権者は、前条第 2項の規定によるほか、組合における

同項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であつて、当該者を採

用しようとする常時勤務を要する職に係る新定年条例定年に達している者を、従前の勤務実績

その他の規則で定める情報に基づく選考により、 1年を超えない範囲内で任期を定め、当該常

時勤務を要する職に採用することができる。

3 前 2項の場合においては、前条第 3項から第 5項までの規定を準用する。

第 5条 任命権者は、新地方公務員法第 22条の4第 4項の規定にかかわらず、付則第 3条第 1

項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用
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しようとする短時間勤務の職 (新定年条例第 12条に規定する短時間勤務
の職をいう。以下同

じ。)に係る旧定年条例定年相当年齢 (短時間勤務の職を占める職員
が、常時勤務を要する聯で

その職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているも
のとした場合における旧定年条例定

年 (施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職およ
び施行日以後に組織の変更等により争

称が変更された短時間勤務の職にあつては、姿該職が施行
日の前日に設置されていたものとし

た場合において、当該職を占める職員が、常時勤務を要す
る職でその幹務が当該職と同種

の職

を占めているものとしたときにおける旧定年条例定年に準
じた当該職に係る年齢)をヤ|う。次

条第 1項において同じ。)に達している者を、従前の勤務実績そ
の他の規則で定める情報に基づ

く選考により、 1年を超えない範囲内で任期々定め、当該短時間勤務
の職に採用することがで

きる。

2 令和14年も月31日 までの間、任命権者は、新地方公務員法第22条の4第 4項
の規定に

かかわらず、付則第3条第2項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度
の末日までの間にわ

る者であつて、当該者を採用しようとする短時間勤務
の職に係る新定年条例定年相当年齢 (短

時間勤務の職を占める職員が―常時勤務を要する職でそ
の職務が当該短時間勤務の職と同種の

職を占めているものとした場合における新定年条例定年を
いう。次条第 2項および付則第 10

条において同じ。)に達している者 (新定年条例第 12条の規定により当霧短
時間勤密の職に採

用することができる者を除く。)を、従前の勤務実績そ
の他の規則で定める情報に碁づく濃考に

より、 1年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用する
ことができる。

3 前 2項の場合においては、付則第3条第 3項から第 5項までの規定を準用する。

第 6条 任命権者は、前条第 1項の規定によるイ子か(新地方公務員携第 22条
の多第 3事にゃい

て準用する新地方公務員法第22条の4第 4項の規定にかかわらず、組合
における付則第 3条

第 1項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度
の末日までの間にある者であつて、当該者を

採用しようとする短時間勤務の職に係る旧定年条例定年相
当年齢に達している者を、従前

の勤

務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、
1年を超えない範囲内で任期を定め、

当該短時間勤務の職に採用することができる。

2 令和 14年 3月 31自 までの間、任命権者は、前条第 2項の規定によるはかf新地方
公務員

法第 22条の 5第 3項において準用すo新地方公務員法第22条
の4第 4項の規定写力|かわら

ず、組合における付則第 3条第 2項各号に掲げる者のうち、特
定年齢到達年度の末日までの間

にある者であつて、当該者を採用しようとする短時間勤務
の職に係る新定年条例定年担当年幹
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_に達している者 (新定年条例 13条第 覧項の規定により当該短時間勤務の職に採用することが

できる者を除く。)を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、1年を

超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。

3 前 2項の場合においては、付則第 3条第 3項から第 5頂までの規定を準用する。

(令和 3年改正法附則第 8条第 3項の条例で定める職および年齢)

‐第 7条 令和 3年改正法附則第 8条第 3項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。

(1)施行日以後に新たに設置された職

(2)施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職

2 令和 3年改正法附則第 8条第 3項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施行日の前日

に設置されていたものとした場合における旧定年条例第 3条に規定する定年に準じた当該職に

係る年齢とする。                               ,

(令和 8年改正法附則第 8条第4項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第 22条

の4第 4項の条例で定める職および年齢)

第 8条 令和 3年改正法附則第4条から第 7条までの規定が適用される場合における令和 3年改

正法附則第 8条第 4項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第 22条の4第 4項の

条例で定める職は、次に掲げる職とする。

(1)施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職

(2)施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職

2 令和 3年改正法附則第 4条から第 7条までの規定が適用される場合における令和 3年改正法

附貝1第 8条第 4項の規定により読み替えて適用する法第 22条の4第 4項の条例で定める年齢

は、前項に規定する職が施行日の前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占

める職員が、常時勤務を要する職でその職務が前項に規定する職と同種の職を占めているもの

としたときにおける旧定年条例定年に準じた前項に規定する職に係る年齢とする。

(令和 3年改正法附則第 8条第 5項の条例で定める職ならびに条例で定める者および職員)

第 9条 令和 8年改正法附則第 8条第 5項の条例で定める職は、次に掲げる職のうち、当該職が

基準日 (付則第 3条から第 6条までの規定が適用される間における各年の4月 1日 (施行日を

除く。)をいう。以下この条において同じ。)の前日に設置されていたものとした場合において、

基準日における新定年条例定年が基準日の前日における新定年条例定年を超える職とする。

(1)基準日以後に新たに設置された職 (短時間勤務の職を含む。)
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(2)基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職 (短時間勤務
の職を含む。)

2 令和 3年改正法附則第 8条第 5項の条イアllで定める者は、前項に規定する職が基準日の前
日に

設置されていたものとした場合において、同日における当該職
に係る新定年条例定年に達して

いる者とする。

3 令和 3年改正法附則第 8条第 5項の条例で定める職員は、第 1項に規定する職が基準
日の前

日に設置されていたものとした場合において、同日における
当該職に係る新て年条例定年に達

している職員とする。

(草津市職員の定年等に関する条例?一部改正1と伴う定年前再任用短
時間勤務職員に関する経

過措置)

第 10条 任命権者イ亭t基準日 (令和 7年 4月 1日 、令和 9年 4月 1日 、令和
11年 4月 1日 お

よび令和 13年 4月 1日 をいう。以下この条において同じ。)から基準日
の翌年の 3月 31日 ま

での間、基準日における新定年条イアll定年相当年齢が基準日
の前日におけ冷新走年条例定年相碧

年齢を超える短時間勤務の職 (基準日における新定年条例
定年相当年齢が新定年条例第 8余に

規定する定年である短時間勤務の職に限る。)および
これに相当する基準日以後に設置された短

時間勤務の職その他の規則で定める短時間勤彦の職 (以下こ
の条において「新定年条例原則定

年相当年齢引上げ短時間勤務職」という。)に、基準日の前日ま
でに新定午条例第 12条に規定

する年齢 60年以上退職者 (基準日前力|ら新定年条例第4条第 1項または第
2項の規定により

勤務した後基準甲以後に退騨をした者を含む。)の う
ち基準日の前日において同日における当該

新定年条イアll原貝∬定年相当年齢引上げ短時F日月勤務職に係
る新定年条例定年相当年齢に達している

者 (当該規則で定める短時間勤務の職にあつてイよ、規則で
定める者)を、新定年条例第 1學 条

または第 13条第土項あ規定により採用すゃことができずヽ新定年条例原則定年
相当年齢引上

げ短時間勤務職に、新定年条例第 12条または第 13条第 1項の規定により採用
された職員 (

以下この条におし`て「定年前再任用短時間勤務職員」
という。)｀のうち基準日の前日において同

日における当該新定年条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務
職に係る新定年条例定年相当年

齢に達している定年前再任用短時蘭勤考職員 (当該規則
で定める短時間勤務の職にあつては、

規則で定める定年前再任用短時間勤務職員)を、昇任して降任し、
または等任すること

ができ

ない。

(令和 3年改正法附則第 2条第 3項に規定する条例で定める年齢)

第 11条 令和 3年改正法附則第 2条第 3項に規定する条例で定める年齢は、年齢
60年とする。
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(草津市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正に伴う経過措置)

第 12条 草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例 (令和 4年草津市条例

第  号)付則第 2条第 1項の規定による期限の延長をすることとされている職員は、草津市

職員の定年等に関する条例 (昭和 58年草津市条例第 30号)第 4条第 2項の規定により期限

を延長することとされている職員とみなして、改正後の草津市公益的法人等への職員の派遣等

に関する条例の規定を適用する。

(草津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に伴う経過措置)

第 13条 暫定再任用職員 (令和 3年己女正法附則第 4条第 1項もしくは第 2項 (これらの規定を

同法附則第 9条第 3項の規定により読み替えて適用する場合を含む。)、 第 5条第 1項から第 4

項まで、第 6条第 1項もしくは第 2項 (これらの規定を同法附則第 9条第 3項の規定により読

み替えて適用する場合を含とょゝ。)または第 7条第 1項から第 4項までの規定により採用された職

員をいう。)で地方公務員法第 22条の4第 1項に規定する短時間勤務の職を占めるものは、こ

の条例による改正後の車津市職員の勤務時間、体暇等に関する条例 (以下この条において「新

勤務時間条例」というと)第 2条第 3項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新

勤務時間条例の規定を適用する。

(草津市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う勤務廷長に関する経過措置)

第 14条 第 8条の規定による改正後の草津市職員の給与に関する条例 (以下「新給与条例」と

いう。)付則第 9項から第 15項までの規定は、令和 3年改正法附則第 3条第 5項または第 6項

の規定により勤務してぃる職員には適用しない。

第 15条 改正法附則第 9条第 2項に規定する暫定再任用職員 (以下「暫定再任用職員」という。)

(改正法による改正後の地方公務員法第 22条の4第 1項に規定する短時間勤務の職を占める

暫定再任用職員 (以下この条において「暫定再任用短時間勤務職員」という。)を除く。以下こ

の項、次項および第 5項において同じ。)の給料月額は、当該暫定再任用職員が定年前再任用短

時間勤務職員であるものとした場合に適用される草津市職員の給与に関する条例第 3条に規定

する給料表に掲げる基準給料月額のうち、同条例第 5条の規定により碧該暫定再任用職員の属

する職務の級に応 じた額とする。

2 地方公務員の育児休業等に関する法律 (平成 3年法律第 110号)第 10条第 1項に規定す

る育児短時間勤務をしている暫定再任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「

とする」とあるのは、「に、地方公務員の育児休業等に関する法律 (平成 3年法律第 110号 )
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第 14条の規定に基づき定められた当該暫定再任用職員の勤務時間を草津市
職員の勤務時間、

休暇等に関する条例 (平成 7年草津市条例第 1号)第 2条第 1項に規定す
る勤務時間で除して

得た数を乗じて得た額とする」とする。

3 暫定再任用短時間勤務職員?給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員が定年前
再任用写

時間勤務職員であるものとした場合に適用される草津市職員の給与に関す
る条例第3条に規定

する給料表に掲げる基準給料月額のうち、同条例第5条の規定に
より当該暫定再任用短時間勤

務議員の属する職務の級に応じた額に、草津市職員の勤務時間、休暇
等に関する条例第子条第

3項の規定により定められた当該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間
を同条第 1項に規定す

る勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。

4 暫定再任用短時間勤務職鼻は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給
与余例?規定

を適用する。

5 暫走再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与条例第
21条第 3項の

規定を適用する。

6 新給与条例第 22条第 1項の職員に暫
=再
任用職員が合まれる場合における勤勉手当

の額の

同条第 2項各号に掲げる職員の区分ごとの総額の算定に係る同項
の規定の適用については、同

項第 1号中「定年前再任用編時間勤務職員」とあるのは
「定年前再任用短時間勤務幹員お

よば

令和 3年改正法附則第 9条第 2項に規定する暫定再任用職員 (次号
において「暫定再任用職員」

という。)」 と、同項第 2号中「定年前再任用短時間勤務職員」とあ
るのは「定年前再任用短時

間勤務職員および暫定再任用職員」とする。

7 新給与条例第 6条第 1項から第 8項まで、第 12条、第 13条、第 14条お
よび 14条?8

の規定は、暫定再任用職員には適用しない。

8 前条および前各項に定めるもののほか、暫定再任用職員に関し必要な事項は、規貝Ⅲ
で

=め

る。

(その他の経過措置の規則への委任)

第 16条 前 2条に定めるもののほか、|の条例あ施行に関し必要な経過措置は、規則
で定める。

(草津市職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う経
過措置)

第 17条 暫定再任用職員 (全和 3年改正法附則第4条第 1項もしくは第 2項 (これ
らの規

=を

同法附則第 9条第 3項の規定により読み替えて適用する場合を含
む。)、 第心条第 1項から第 4

項までく第 6条第 1項もしくは第 2項 (これらの規定を回法附則
第 9条第 3項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。)または第 7条第 1項から第4項ま
での規定により採用された騨
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員をいう。)に対する改正後の草津市職員の退職手当にF美写する条例 (以下「新退職手当条例」と

いう。)第 2条第 1項の規定の適用については、同項中「(以下「職員」という。)」 とあるのは、

「(令和 3年改正法附則第 4条第 1項もしくは第 2項 (これらの規定を同法附則第 9条第 3項の

規定により読み替えて適用する場合を含むょ)、 第 5条第 1項から第 4項まで、第 6条第 1項も

しくは第 2項 (これらの規定を同法附則第 9条第 3項の規定により読み替えて適用する場合を

含む。)または第 7条第 1項から第4項までの規定により採用された職員を除く。以下「職員」

という。)」 とするも

第 18条 新退職手当条例第 10条第4項の規定は、令和4年 7月 1日 以後に同項の事業を開始

した職員その他これに準ずるものとして同項の規則で定める職員に該当するに至つた者につい

て適用する。       i

(草津市企業職員の給与の種類および基準に関する条例の一部改正に伴う経過措置)

第 19条 令和 3年己麦主法附則第4条第 1項もしくは第2項、第 5条第 1項から第4項まで、第

6条第■項もしくは第 2項または第 7条第 1項から第4項までの規定により採用された職員に

ついては、草津市企業職員の給与の種類および基準に関する条例第 5条、第 6条、第 6条の 3

および第 15条の規定は、適用しない。
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